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議案第３０号 

 

   令和６年度新座市公共下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和６年度新座市公共下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 ⑴ 処理区域内人口             １６１，０００ 人 

 ⑵ 年間処理水量           １６，３００，０００ ㎥ 

 ⑶ １日平均処理水量             ４４，６５８ ㎥ 

 ⑷ 主要な建設改良事業  事業費      ５６９，１０９ 千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入 

 第１款 下水道事業収益           ３，５２５，５１６ 千円 

  第１項 営 業 収 益          ２，３１５，０１３ 千円 

  第２項 営 業 外 収 益          １，２１０，５０２ 千円 

第３項 特 別 利 益                  １ 千円 

支   出 

 第１款 下水道事業費用           ３，３０４，０５１ 千円 

  第１項 営 業 費 用          ３，０９９，６２６ 千円 

  第２項 営 業 外 費 用            １８３，４２５ 千円 

  第３項 特 別 損 失              １，０００ 千円 

  第４項 予 備 費             ２０，０００ 千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が

資本的支出額に対し不足する額１，２９２，９４８千円は、当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額１０１，５９８千円、過年度分損益勘定留保資

金７１６，０８６千円、当年度分損益勘定留保資金２０１，４６３千円及び減

債積立金２７３，８０１千円で補塡するものとする。）。 

収   入 

 第１款 資 本 的 収 入             ８０６，３２４ 千円 

  第１項 企  業  債            ７３５，６００ 千円 
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  第２項 補  助  金             ３０，９００ 千円 

  第３項 出  資  金             ２６，９３２ 千円 

  第４項 負  担  金             １２，７７１ 千円 

  第５項 分  担  金                １２０ 千円 

  第６項 その他資本的収入                  １ 千円 

支   出 

 第１款 資 本 的 支 出           ２，０９９，２７２ 千円 

  第１項 建 設 改 良 費          １，２３３，５８３ 千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金            ８５５，１８９ 千円 

  第３項 長 期 貸 付 金                ５００ 千円 

  第４項 予  備  費             １０，０００ 千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおり

と定める。 

（単位：千円） 

事    項 期   間 限 度 額 

野火止中央枝線工事 令和７年度 ２４５，０００ 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

公共下水道事業 ６０４，２００ 

普通貸借又 
は証券発行 

５．０％
以内 

借入先の融資条件に
よる。ただし、財政
上の都合により、据
置期間若しくは償還
期間を短縮し、繰上
償還し、又は低利債
に借り換えることが
できる。 

流域下水道事業 １３１，４００ 

 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、６００，０００千円と定める。  

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。 

 ⑴ 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用 

 ⑵ 建設改良費及び企業債償還金の間の流用 
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 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決

を経なければならない。 

職員給与費             １２７，２１３ 千円 

   

  令和６年２月２８日提出 

 

 

                   新座市長 並 木  傑       



（単位：千円）

備　考

1 下水道事業収益 3,525,516

1 営 業 収 益 2,315,013

1 下 水 道 使 用 料 1,525,515

2 他 会 計 負 担 金 789,443

3 そ の 他 営 業 収 益 55

2 営 業 外 収 益 1,210,502

1 受取利息及び配当金 338

2 他 会 計 負 担 金 6,415

3 長 期 前 受 金 戻 入 1,203,677

4 雑 収 益 72

3 特 別 利 益 1

1 過年度損益修正益 1

予算に関する説明書

令和６年度新座市公共下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 予  定  額
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備　考

1 下水道事業費用 3,304,051

1 営 業 費 用 3,099,626

1 汚 水 管 渠 費 87,206

2 雨 水 管 渠 費 116,777

3 水 洗 化 普 及 費 113

4 業 務 費 96,140

5 総 係 費 99,815

6
流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金 570,000

7 減 価 償 却 費 2,129,565

8 資 産 減 耗 費 10

2 営 業 外 費 用 183,425

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

145,925

2 消費税及び地方消費税 37,500

3 特 別 損 失 1,000

1 過年度損益修正損 1,000

4 予 備 費 20,000

1 予 備 費 20,000

支　　　出

款 項 目 予  定  額
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備　考

1 資 本 的 収 入 806,324

1 企 業 債 735,600

1 企 業 債 735,600

2 補 助 金 30,900

1 国 庫 補 助 金 30,900

3 出 資 金 26,932

1 他 会 計 出 資 金 26,932

4 負 担 金 12,771

1 受 益 者 負 担 金 12,771

5 分 担 金 120

1 分 担 金 120

6 その他資本的収入 1

1 その他資本的収入 1

資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 予  定  額
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備　考

1 資 本 的 支 出 2,099,272

1 建 設 改 良 費 1,233,583

1 汚 水 管 渠 整 備 費 444,509

2 雨 水 管 渠 整 備 費 353,500

3
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金 131,490

4
雨水排水ポンプ場等
整 備 負 担 金 215,939

5 建 設 総 係 費 83,048

6 固 定 資 産 購 入 費 5,097

2 企 業 債 償 還 金 855,189

1 企 業 債 償 還 金 855,189

3 長 期 貸 付 金 500

1 長 期 貸 付 金 500

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

款 項 目 予  定  額

支　　　出

- 7 -



（単位：円）

１

199,794,269

2,129,565,000

10,000

△ 146,000

300,000

175,000

△ 1,203,677,000

145,925,000

△ 338,000

12,543,808

△ 132,673,898

△ 2,808,283

1,148,669,896

338,000

△ 145,925,000

1,003,082,896

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 823,332,345

△ 315,844,604

30,900,000

12,892,000

△ 500,000

△ 1,095,884,949

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

735,600,000

△ 855,188,484

26,932,000

△ 92,656,484

△ 185,458,537

978,602,237

793,143,700

資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ）

資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高

投資活動によるキャッシュ・フロー

企 業 債 に よ る 収 入

企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

一 般 会 計 か ら の 出 資 に よ る 収 入

財務活動によるキャッシュ・フロー

国 庫 補 助 金 に よ る 収 入

受益者負担金及び分担金による収入

水洗便所改造資金の貸付けによる支出

利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 の 支 払 額

業務活動によるキャッシュ・フロー

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

資本的収入に係る特定収入の消費税額

小 計

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ）

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

固 定 資 産 除 却 費

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長 期 前 受 金 戻 入 額

令和６年度新座市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー

当 年 度 純 利 益 （ △ は 純 損 失 ）

減 価 償 却 費
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　１　総括 〔 （　）内は短時間勤務職員（外書き） 〕

一般職 報　酬 給　料 手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(     4)

    16

(     5)

    16

(  △ 1)

     0

管理職手当 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

超過勤務
手　　当

管理職員特
別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,080 954 6,039 1,470 924 84 2,473 18

1,740 1,356 6,242 1,837 1,190 84 2,884 36

手当等 △ 660 △ 402 △ 203 △ 367 △ 266 0 △ 411 △ 18

の内訳 期末手当 勤勉手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

15,276 12,672 840

15,536 12,075 1,320

△ 260 597 △ 480 0 0

本　年　度

前　年　度

比　　　較

前　年　度

比　　　較

区　　　分

本　年　度

0

0

区　　　分

128,954

比　　　較 1,204 △ 964 △ 2,470 △ 2,230 489 △ 1,741

20,438 127,213

前　年　度 5,391 59,314 44,300 109,005

本　年　度

19,949

6,595 58,350 41,830 106,775

給　与　費　明　細　書

区　　　分

職員数 給　　　与　　　費 法  定
福利費

合　計 備考
特別職

（人）
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　２　給料及び手当等の増減額の明細

　３　給料及び手当の状況

　　⑴　職員１人当たり給与

　　⑵　初任給

平均給与月額　（円） 355,841

平  均  年  齢　（歳） 37.3

高　　　校　　　卒 170,900 166,600

大　　　学　　　卒 202,400 196,200

区　　　　　　　　分   一般行政職 （円）   技能労務職 （円）
国　　　の　　　制　　　度

  一般行政職 （円）   技能労務職 （円）

区　　　　　　　　分 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

令和４年１１月１日現在

平均給料月額　（円） 280,286

平均給与月額　（円） 366,014

平  均  年  齢　（歳） 37.4

令和５年１１月１日現在

平均給料月額　（円） 301,321

手当等 △ 2,470

 制度改正に
 伴う増減分

1,860

　給与改定に伴う増
　期末手当の支給割合変更に伴う増
　勤勉手当の支給割合変更に伴う増
　会計年度任用職員の勤勉手当の新設に
  伴う増

397千円
250千円
234千円
979千円

 その他の増
 減分

△ 4,330
　昇給に伴う増
  職員構成の変動等に伴う減

468千円
△4,798千円

△ 2,647 　職員構成の変動等に伴う減

給　料 △ 964

 給与改定に
 伴う増減分

770 　１人平均　4,010円　1.30％の引上げ

 昇給に伴う
 増加分

913 　１人平均　4,755円　1.54％の増

 その他の増
 減分

区　分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説　　　　　　　　明 備考
（千円） （千円）
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　　⑶　級別職員数 〔 （　）内は短時間勤務職員（外書き） 〕

( ) ( ) ( ) ( )

0.0

( ) ( ) ( ) ( )

5 33.3

( 1 ) ( 100.0 ) ( ) ( )

4 26.6

( ) ( 0.0 ) ( ) ( )

4 26.7

( ) ( 0.0 ) ( ) ( )

1 6.7

( ) ( ) ( ) ( )

1 6.7

( ) ( ) ( ) ( )

0.0

( ) ( ) ( ) ( )

0.0

( 1 ) ( 100.0 ) ( 0 ) ( 0.0 )

15 100.0 0 0.0

( ) ( ) ( ) ( )

0.0

( ) ( ) ( ) ( )

4 28.6

( 1 ) ( 100.0 ) ( ) ( )

5 35.7

( ) ( 0.0 ) ( ) ( )

3 21.4

( ) ( 0.0 ) ( ) ( )

1 7.2

( ) ( ) ( ) ( )

1 7.1

( ) ( ) ( ) ( )

0.0

( ) ( ) ( ) ( )

0.0

( 1 ) ( 100.0 ) ( 0 ) ( 0.0 )

14 100.0 0 0.0

　　　（級別の基準となる職務）

４　級

５　級

計 計

６　級

７　級

８　級

副課長

計 計

区　　　　　　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級

一　般　行　政　職 主事補 主　事 主  任 係　長

５　級

令和４年１１月１日現在

１　級

課　長 副部長 部　長

６　級 ７　級 ８　級

８　級

５　級

１　級

２　級 ２　級

３　級 ３　級

４　級

６　級

７　級

令和５年１１月１日現在

１　級 １　級

区　　　　　　　　分
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

２　級 ２　級

３　級 ３　級
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　　⑷　昇給

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

（人） 16 16

（人） 16 16

２号給 （人）

４号給 （人） 16 16

　号 給 数 別 内 訳 ６号給 （人）

８号給 （人）

　号給 （人）

（％） 100.0 100.0

（人） 16 16

（人） 15 15

２号給 （人）

４号給 （人） 15 15

　号 給 数 別 内 訳 ６号給 （人）

８号給 （人）

　号給 （人）

（％） 93.8 93.8

代 　表 　的　 な 　職　 種

本
　
　
年
　
　
度

　職 　 　 　 　 　員 　 　 　 　 　数　（Ａ）

  昇 　給 　に 　係 　る 　職   員 　数 （Ｂ）    

　比　　　　　　　　　　率　  （Ｂ）／（Ａ）

合　　　計

前
　
　
年
　
　
度

　職　　　　　　　員　　　　　　　数 　（Ａ）

  昇   給   に   係   る   職   員   数（Ｂ）    

　比　　　　　　　　　　率　  （Ｂ）／（Ａ）

区　　　　　　　　　　　分
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　　⑸　特殊勤務手当

　　⑹　期末手当・勤勉手当 〔 （　）内は再任用職員の標準的な支給率 〕

　　⑺　地域手当

　　⑻　その他の手当

国の制度
との異同

同

国

異 ―

　交通機関利用者

　交通用具利用者 2,000円

4,200円

7,100円

10,000円

12,900円

15,800円

18,700円

21,600円

24,400円

26,200円

28,000円

29,800円

31,600円60㎞～

50㎞～55㎞未満

55㎞～60㎞未満

30㎞～35㎞未満

35㎞～40㎞未満

40㎞～45㎞未満

住　居　手　当 　自宅所有 4,000円

通　勤　手　当 異

　限度額　55,000円 限度額なし。ただし、

2㎞未満は支給しない。

15㎞～20㎞未満

20㎞～25㎞未満

25㎞～30㎞未満

2㎞～5㎞未満 2㎞～3㎞未満は2,000

5㎞～10㎞未満 円、3㎞以上は1㎞当た

10㎞～15㎞未満 り550円を加算する。

45㎞～50㎞未満

区　　　　　分 差　　　異　　　の　　　内　　　容

扶　養　手　当

新座市

支 給 対 象 地 域 支給率（％） 支給対象職員数（人）
国 の 指 定 基 準 に
基づく支給率（％）

全　　地　　域 10 16 10

国  の  制  度
(1.175) (1.175) (2.350)

有
2.250 2.250 4.500

前　　年　　度
(1.150) (1.150) (2.300)

有
2.200 2.200 4.400

2.250 2.250 4.500

６月  （月分） １２月 （月分） （月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

本　　年　　度
(1.175) (1.175) (2.350)

有

 代表的な特殊勤務手当の名称 特殊現場作業手当

区　　　分
支　給　期　別　支　給　率 支　給　率　計 職制上の段階、職務の

備　考

 支給対象職員の比率　（％）
 (令和５年１１月１日現在)

80.0 80.0

 支給対象職員１人当たり
 平均支給月額　　　　（円）

538 538

区　　　　　　分 全　　　職　　　種
代 　表 　的　 な 　職　 種

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

 給料総額に対する比率（％） 0.1 0.1
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（単位：千円）

245,000 19,200

債務負担行為に関する調書

事   項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

期　　間 金　額 期　　間 金　額

野火止中央枝
線工事

245,000 ― ―  令和７年度

補助金

54,400

企業債

171,400

左の財源内訳

損益勘定
留保資金
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（単位：円）

1

(1) 下 水 道 使 用 料 1,413,829,004

(2) 他 会 計 負 担 金 683,181,000

(3) そ の 他 営 業 収 益 55,000 2,097,065,004

2

(1) 汚 水 管 渠 費 72,537,874

(2) 雨 水 管 渠 費 103,935,925

(3) 水 洗 化 普 及 費 113,000

(4) 業 務 費 86,726,454

(5) 総 係 費 85,235,611

(6) 流域下水道維持管理負担金 518,181,819

(7) 減 価 償 却 費 2,124,311,000

(8) 資 産 減 耗 費 10,000 2,991,051,683

893,986,679

3

(1) 受取利息及び配当金 175,000

(2) 他 会 計 負 担 金 6,476,000

(3) 他 会 計 補 助 金 153,354,000

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 1,205,889,000

(5) 雑 収 益 65,891 1,365,959,891

4

(1) 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 165,468,000 165,468,000 1,200,491,891

306,505,212

5

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 910 910

6

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 909,091 909,091 △ 908,181

7

(1) 予 備 費 20,000,000 20,000,000 △ 20,000,000

285,597,031

0

413,516,161

699,113,192

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

予 備 費

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余金変動額

令和５年度新座市公共下水道事業予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益
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（単位：円）

1

(1)

イ 土 地 37,448,744

ロ 構 築 物 56,115,344,346

構築物減価償却累計額 △ 8,151,641,385 47,963,702,961

ハ 機 械 及 び 装 置 43,715,414
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額 △ 8,918,367 34,797,047

ニ 車 両 及 び 運 搬 具 4,143,583
車 両 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,257,251 2,886,332

ホ 工具、器具及び備品 412,200
工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額 △ 176,000 236,200

48,039,071,284

(2)

イ 施 設 利 用 権 3,405,779,666

ロ その他無形固定資産 92,249,910

3,498,029,576

(3)

イ 長 期 貸 付 金 500,000

ロ 預 託 金 515,020

1,015,020

51,538,115,880

2

(1) 978,602,237

(2) 351,464,845

△ 879,000 350,585,845

(3) 200,000

1,329,388,082

52,867,503,962

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 資 産

投資その他資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

令和５年度新座市公共下水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計
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3

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 11,306,071,138 11,306,071,138

11,306,071,138

4

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 855,188,484 855,188,484

(2) 310,798,394

(3)

イ 賞 与 引 当 金 8,201,000

ロ 法定福利費引当金 1,519,000

9,720,000

(4) 200,000

1,175,906,878

5

(1) 35,804,752,061

△ 4,990,056,395

30,814,695,666

43,296,673,682

6

(1) 7,479,481,763

(2) 1,190,499,337

(3) 164,287,244

8,834,268,344

7

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 22,984,034

ロ 他 会 計 補 助 金 14,464,710

37,448,744

(2)

イ 当年度未処分利益剰余金 699,113,192 699,113,192

736,561,936

9,570,830,280

52,867,503,962

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 金

固 有 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

組 入 資 本 金

繰 入 資 本 金

企 業 債

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
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 （単位：円）

1

(1)

イ 土 地 37,448,744

ロ 構 築 物 56,847,669,416

構築物減価償却累計額 △ 10,099,326,385 46,748,343,031

ハ 機 械 及 び 装 置 43,715,414
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額 △ 11,213,367 32,502,047

ニ 車 両 及 び 運 搬 具 4,143,583
車 両 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,144,251 1,999,332

ホ 工具、器具及び備品 5,045,838
工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額 △ 269,000 4,776,838

ヘ 建 設 仮 勘 定 86,363,637

46,911,433,629

(2)

イ 施 設 利 用 権 3,561,492,270

ロ その他無形固定資産 73,776,910

3,635,269,180

(3)

イ 長 期 貸 付 金 1,000,000

ロ 預 託 金 515,020

1,515,020

50,548,217,829

2

(1) 793,143,700

(2) 338,921,037

△ 733,000 338,188,037

(3) 200,000

1,131,531,737

51,679,749,566

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 資 産

投資その他資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

令和６年度新座市公共下水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計
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3

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 11,255,007,799 11,255,007,799

11,255,007,799

4

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 786,663,339 786,663,339

(2) 178,124,496

(3)

イ 賞 与 引 当 金 8,501,000

ロ 法定福利費引当金 1,694,000

10,195,000

(4) 200,000

975,182,835

5

(1) 35,845,735,778

△ 6,193,733,395

29,652,002,383

41,882,193,017

6

(1) 7,479,481,763

(2) 1,604,015,498

(3) 191,219,244

9,274,716,505

7

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 22,984,034

ロ 他 会 計 補 助 金 14,464,710

37,448,744

(2)

イ 当年度未処分利益剰余金 485,391,300 485,391,300

522,840,044

9,797,556,549

51,679,749,566負 債 資 本 合 計

資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

企 業 債

未 払 金

引 当 金

組 入 資 本 金

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
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注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

  １ 固定資産の減価償却の方法 

   ⑴ 有形固定資産 

    ア 減価償却の方法    定額法による。 

    イ 主な耐用年数 

      構築物         ５０年 

      機械及び装置      ９年から２０年まで 

      車両及び運搬具     ４年 

      工具、器具及び備品   ４年 

   ⑵ 無形固定資産 

ア 減価償却の方法    定額法による。 

イ 主な耐用年数 

   施設利用権       ４５年 

   その他無形固定資産   ５年から１０年まで 

  ２ 引当金の計上方法 

⑴ 退職給付引当金 

職員の退職手当については、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例に

規定する一般負担金以外の費用は一般会計がその全部を負担することと

なっているため、退職給付引当金は計上していない。 

⑵ 賞与引当金及び法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当並びに期末手当及び勤勉手当に係る法定

福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当

年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上してい

る。 

⑶ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能

見込額を計上している。 

  ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式による。 

  

 Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

  企業債の償還に係る他会計の負担  
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   貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起

算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担する

と見込まれる額は、令和５年度６，４８５，６９７，１１７円、令和６年

度６，４９３，４２９，２７３円である。 

 

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産 

   リース会計に係る特例措置 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

 

 Ⅳ．その他 

   引当金の取崩し 

   １ 賞与引当金及び法定福利費引当金 

     令和５年度において、期末手当及び勤勉手当並びに期末手当及び勤勉

手当に係る法定福利費の支出に充当するため賞与引当金及び法定福利費

引当金７，３４２，０００円を取り崩すことを予定している。 

     令和６年度において、期末手当及び勤勉手当並びに期末手当及び勤勉

手当に係る法定福利費の支出に充当するため賞与引当金及び法定福利費

引当金９，７２０，０００円を取り崩すことを予定している。 

２ 貸倒引当金 

     令和５年度において、債権の不納欠損に充当するため貸倒引当金

１，０５０，６４３円を取り崩すことを予定している。 

     令和６年度において、債権の不納欠損に充当するため貸倒引当金

８７９，０００円を取り崩すことを予定している。 

 



款 項 目 節 予 定 額

1 3,525,516

1 2,315,013

1 下 水 道 使 用 料 1,525,515

下 水 道 使 用 料 1,525,515 下水道使用料 1,525,515

2 他 会 計 負 担 金 789,443

汚水一般会計負担金 28,302 汚水一般会計負担金 28,302

雨 水 処 理 負 担 金 761,141 雨水処理負担金 761,141

3 そ の 他 営 業 収 益 55

手 数 料 55 工事店指定事務手数料 20

責任技術者登録事務手数料 35

2 1,210,502

1 受取利息及び配当金 338

預 金 利 息 338 預金利息 338

2 他 会 計 負 担 金 6,415

汚水一般会計負担金 6,415 汚水一般会計負担金 6,415

3 長 期 前 受 金 戻 入 1,203,677

長 期 前 受 金 戻 入 1,203,677 長期前受金戻入 1,203,677

4 雑 収 益 72

行 政 財 産 使 用 料 5 行政財産使用料 5

そ の 他 雑 収 益 67 その他雑収益 67

3 1

1 過 年 度 損 益 修 正 益 1

過 年 度 損 益 修 正 益 1 過年度損益修正益 1

令和６年度新座市公共下水道事業会計予算実施計画明細書

（単位：千円）

収益的収入及び支出

収　　　入

説　　　　　明

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益
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款 項 目 節 予 定 額

1 3,304,051

1 3,099,626

1 汚 水 管 渠 費 87,206

材 料 費 20,604 工事材料費 20,604

動 力 費 1,052 動力費 1,052

修 繕 費 34,680 施設修繕費 34,680

委 託 料 28,688 清掃等委託料 16,037

マンホールポンプ保守委託料 2,103

水門施設保守点検委託料 616

既設下水道施設調査委託料 3,000

水質検査委託料 6,932

使 用 料 及 び 賃 借 料 389 水位監視システム使用料 344

土地賃借料 45

負 担 金 1,793 朝霞市下水道利用負担金 382

荒川右岸流域下水道連絡協議会負担金 5

待機業務負担金 1,406

2 雨 水 管 渠 費 116,777

材 料 費 6,153 工事材料費 6,153

動 力 費 113 動力費 113

修 繕 費 27,384 施設修繕費 27,384

委 託 料 13,459 清掃等委託料 10,514

マンホールポンプ保守委託料 593

水門施設保守点検委託料 352

既設下水道施設調査委託料 2,000

使 用 料 及 び 賃 借 料 413 水位監視システム使用料 161

土地賃借料 252

負 担 金 69,255 館第一排水ポンプ場維持管理負担金 64,295

田子山排水機場等維持管理負担金 4,960

3 水 洗 化 普 及 費 113

融 資 利 子 補 給 金 13 水洗便所改造資金融資利子補給金 13

補 償 費 100 水洗便所改造資金融資損失補償金 100

4 業 務 費 96,140

委 託 料 96,140 下水道使用料徴収委託料 96,140

支　　　出

説　　　　　明

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用
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款 項 目 節 予 定 額

5 総 係 費 99,815

給 料 38,992 職員給料１０人 38,992

手 当 等 24,000 管理職手当 1,080

扶養手当 156

地域手当 4,023

住居手当 1,326

通勤手当 649

特殊勤務手当 21

超過勤務手当 1,386

管理職員特別勤務手当 18

期末手当 7,175

勤勉手当 6,017

会計年度任用職員期末手当 1,170

会計年度任用職員勤勉手当 979

賞 与 引 当 金 繰 入 額 5,702 賞与引当金繰入額 5,702

法 定 福 利 費 12,960 職員共済組合負担金 12,742

職員共済組合事務費 136

地方公務員災害補償基金負担金 82

法定福利費引当金繰入額 1,158 法定福利費引当金繰入額 1,158

報 酬 6,595 会計年度任用職員報酬 6,595

旅 費 325 費用弁償 273

一般職旅費 52

備 消 品 費 400 備消品費 400

図 書 購 読 料 113 図書購入費 113

被 服 費 42 被服費 42

燃 料 費 225 自動車燃料費 225

修 繕 費 217 備品等修繕費 50

自動車修繕費 167

通 信 運 搬 費 319 通信費 319

手 数 料 241 残高証明書発行等手数料 1

総合振込取扱手数料 237

車検法定手数料 3

委 託 料 464 職員等健康診断委託料 68

公営企業会計システム保守委託料 396

説　　　　　明
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款 項 目 節 予 定 額

使 用 料 及 び 賃 借 料 111 事務機器借上料 106

駐車場使用料 5

研 修 費 795 研修費 795

負 担 金 5,593 埼玉県市町村総合事務組合負担金 5,069

日本下水道協会負担金 514

埼玉県下水道協会負担金 10

保 険 料 823 自動車損害共済保険料 49

下水道施設賠償責任保険料 765

貨紙幣類運送等保険料 9

公 課 費 7 自動車重量税 7

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 733 貸倒引当金繰入額 733

6 流域下水道維持管理負担金 570,000

負 担 金 570,000 荒川右岸流域下水道維持管理負担金 570,000

7 減 価 償 却 費 2,129,565

有形固定資産減価償却費 1,950,960 構築物減価償却費 1,947,685

機械及び装置減価償却費 2,295

車両及び運搬具減価償却費 887

工具、器具及び備品減価償却費 93

無形固定資産減価償却費 178,605 施設利用権減価償却費 160,132

その他無形固定資産減価償却費 18,473

8 資 産 減 耗 費 10

固 定 資 産 除 却 費 10 固定資産除却費 10

2 183,425

1 支払利息及び企業債取扱諸費 145,925

企 業 債 利 息 145,725 企業債利息 145,725

一 時 借 入 金 利 息 200 一時借入金利息 200

2 消費税及び地方消費税 37,500

消費税及び地方消費税 37,500 消費税及び地方消費税 37,500

3 1,000

1 過 年 度 損 益 修 正 損 1,000

過 年 度 損 益 修 正 損 1,000 下水道使用料還付金（過年） 1,000

4 20,000

1 予 備 費 20,000

予 備 費 20,000 予備費 20,000

説　　　　　明

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費
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款 項 目 節 予 定 額

1 806,324

1 735,600

1 企 業 債 735,600

下 水 道 事 業 債 735,600 公共下水道事業債 604,200

流域下水道事業債 131,400

2 30,900

1 国 庫 補 助 金 30,900

国 庫 補 助 金 30,900 国庫補助金 30,900

3 26,932

1 他 会 計 出 資 金 26,932

一 般 会 計 出 資 金 26,932 流域臨時措置元金分出資金 26,225

臨時財政特例債元金分出資金 707

4 12,771

1 受 益 者 負 担 金 12,771

受 益 者 負 担 金 12,771 受益者負担金 12,771

5 120

1 分 担 金 120

下 水 道 事 業 分 担 金 120 下水道事業分担金 120

6 1

1 そ の 他 資 本 的 収 入 1

そ の 他 資 本 的 収 入 1 受益者負担金延滞金 1

資本的収入及び支出

収　　　入

説　　　　　明

資 本 的 収 入

企 業 債

補 助 金

出 資 金

負 担 金

分 担 金

そ の 他 資 本 的 収 入

- 26 -



款 項 目 節 予 定 額

1 2,099,272

1 1,233,583

1 汚 水 管 渠 整 備 費 444,509

委 託 料 79,400 既設下水道施設調査委託料 40,000

設計委託料 37,400

試掘等調査委託料 1,500

地質調査委託料 500

使 用 料 及 び 賃 借 料 500 土地賃借料 500

補 償 費 3,000 水道管等移設補償費 3,000

工 事 請 負 費 361,609 下水道工事請負費 361,609

2 雨 水 管 渠 整 備 費 353,500

委 託 料 104,500 既設下水道施設調査委託料 20,000

設計委託料 54,000

作成委託料 21,500

試掘等調査委託料 6,500

地質調査委託料 2,500

使 用 料 及 び 賃 借 料 3,000 土地賃借料 3,000

補 償 費 38,500 水道管等移設補償費 38,500

工 事 請 負 費 207,500 下水道工事請負費 207,500

3 流域下水道建設負担金 131,490

負 担 金 131,490 荒川右岸流域下水道事業建設負担金 131,490

4 雨水排水ポンプ場等整備負担金 215,939

負 担 金 215,939 館第一排水ポンプ場建設負担金 202,983

田子山排水機場等建設負担金 12,956

5 建 設 総 係 費 83,048

給 料 19,358 職員給料６人 19,358

手 当 等 9,329 扶養手当 798

地域手当 2,016

住居手当 144

通勤手当 275

特殊勤務手当 63

超過勤務手当 1,087

期末手当 2,270

支　　　出

説　　　　　明

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費
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款 項 目 節 予 定 額

勤勉手当 1,836

児童手当 840

賞 与 引 当 金 繰 入 額 2,799 賞与引当金繰入額 2,799

法 定 福 利 費 5,784 職員共済組合負担金 5,667

職員共済組合事務費 59

地方公務員災害補償基金負担金 58

法定福利費引当金繰入額 536 法定福利費引当金繰入額 536

旅 費 71 一般職旅費 71

備 消 品 費 400 備消品費 400

図 書 購 読 料 168 図書購入費 168

被 服 費 42 被服費 42

燃 料 費 119 自動車燃料費 119

修 繕 費 59 備品等修繕費 20

自動車修繕費 39

通 信 運 搬 費 106 通信費 106

委 託 料 38,699 作成委託料 24,000

職員等健康診断委託料 34

下水道台帳閲覧システム保守更新委託料 11,335

受益者負担金賦課図面管理システム保守委託料 956

受益者負担金システム保守委託料 396

住民情報システム運用保守委託料 301

公営企業会計システム改修委託料 1,650

事務機器保守委託料 27

使 用 料 及 び 賃 借 料 2,055 事務機器借上料 1,871

刊行物掲載単価データ利用料 184

研 修 費 991 研修費 991

負 担 金 2,517 埼玉県市町村総合事務組合負担金 2,517

保 険 料 15 自動車損害共済保険料 15

6 固 定 資 産 購 入 費 5,097

有形固定資産購入費 5,097 工具、器具及び備品購入費 5,097

2 855,189

1 企 業 債 償 還 金 855,189

企 業 債 償 還 金 855,189 企業債償還元金 855,189

3 500

企 業 債 償 還 金

長 期 貸 付 金

説　　　　　明
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款 項 目 節 予 定 額

1 長 期 貸 付 金 500

貸 付 金 500 水洗便所改造資金貸付金 500

4 10,000

1 予 備 費 10,000

予 備 費 10,000 予備費 10,000

説　　　　　明

予 備 費
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